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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第138期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第139期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第138期

会計期間

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　６月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　６月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (百万円) 6,002 7,205 25,778

経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) △466 148 5

四半期純利益又は四半
期(当期)純損失(△)

(百万円) △481 48 △216

純資産額 (百万円) 10,710 11,476 11,665

総資産額 (百万円) 29,577 32,522 33,379

１株当たり純資産額 (円) 286.98 291.61 296.89

１株当たり四半期純利
益金額又は１株当たり
四半期(当期)純損失金
額(△)

(円) △12.90 1.30 △5.80

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 36.2 33.4 33.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,372 403 3,829

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △181 △158 △1,136

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,494 △525 △2,627

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 1,463 1,672 1,829

従業員数 (名) 446 472 474

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動については、「３　関係会社の状況」に記載しております。

　

３ 【関係会社の状況】

当社の連結子会社であるアルベス㈱は、当社の持分法適用非連結子会社である日交㈱を平成22年４月１

日に吸収合併いたしました。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 472

(注)  従業員数は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 377

(注)  従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(トン) 前年同四半期比(％)

油脂製品 12,763 ―

石化製品 16,711 ―

その他 ― ―

合計 29,474 ―

　
(2) 受注実績

当社グループ（当社及び連結子会社）は、需要予測に基づく見込生産を行っているため、該当事項はあ

りません。

　
(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

油脂製品 2,501 ―

石化製品 4,142 ―

その他 561 ―

合計 7,205 ―

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、民間設備投資が低水準ながら増加傾向に転じたほ

か、政府による経済対策の継続に加え、所得環境の厳しさが緩和するなど、景気は緩やかな回復基調に推

移いたしました。

化学業界におきましては、自動車、家電などの需要分野が経済対策効果により好調に推移いたしました

ものの、欧州における経済不安や原油価格の変動により、原材料価格に影響を及ぼし、採算面においては

厳しい経営環境で推移いたしました。

このような環境のなか、当社グループにおきましては、原材料の高騰に対応した販売価格の是正を実施

いたしましたほか、諸経費の削減、高付加価値製品の販売増など、利益の確保に取り組んでまいりました。

以上の結果、当第1四半期連結会計期間における当社グループの売上高は72億５百万円（前年同四半期

比20.0％増）となり、損益面では、営業利益９千６百万円（前年同四半期は５億１千万円の営業損失）、

経常利益１億４千８百万円（前年同四半期は４億６千６百万円の経常損失）、四半期純利益４千８百万

円（前年同四半期は４億８千１百万円の四半期純損失）を計上する結果となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

油脂製品セグメント

脂肪酸・グリセリン等の油脂製品部門では、塩ビ・オレフィン樹脂関連の合成樹脂の需要が大き

く回復し、販売数量、売上高ともに前年を上回りました。しかしながら、原材料面では天然油脂原料の

タイト感を背景とした市況の上昇基調により収益を圧迫いたしました。

アルコール製品部門では、中国や北米向けに輸出が復調いたしましたものの、その他活性剤および

トイレタリー分野において盛り上がりを欠いたまま推移いたしましたため、販売数量は減少いたし

ました。一方、価格面におきましては、原料相場の上昇に応じた価格修正を実施いたしましたため、売

上高は増加いたしました。

以上の結果、油脂製品セグメントの当第１四半期連結会計期間の売上高は25億１百万円となりま

した。

石化製品セグメント

石化製品セグメントにおける化成品部門におきましては、主力の可塑剤が政府の消費刺激策によ

り自動車関連分野で復調を続けておりますほか、原材料の不足傾向から供給逼迫による価格高騰に

伴い、販売価格の是正を実施いたしました。

また、ベンゼン誘導体につきましても、原材料価格が高騰したことから、期中での価格是正を実施

いたしました。

この結果、化製品部門の販売数量、売上高ともに増加いたしました。
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機能製品部門では、電機関連分野が好調に推移いたしましたものの、期中の設備トラブルに伴う稼

働率の低下により国内外ともに出荷調整を行いましたことから、販売数量、売上高ともに微増に留ま

りました。

樹脂添加剤は、国内ではポリプロピレンメーカーが定期修理にあたる時期であったことに加え、輸

出では欧州市場のユーロ危機などに伴う円高の影響から、販売数量に対して採算を圧迫する結果と

なりました。

以上の結果、石化製品セグメントの当第１四半期連結会計期間の売上高は41億４千２百万円とな

りました。

その他セグメント

その他セグメントにおきましては、洗浄剤が伸長いたしましたほか、自動車業界の回復により、防

錆剤、水溶性切削油等の売上高も前年を上回りました。また、売上比率の高い商社部門や保険部門も

順調に推移いたしました。

以上の結果、その他セグメントの当第１四半期連結会計期間の売上高は５億６千１百万円となり

ました。

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前年度末比△2.6％、金額で８億５千７百万円減少の325億２

千２百万円となりました。

流動資産につきましては、受取手形及び売掛金が増加したものの、現金及び預金、棚卸資産の減少など

により前年度末比△0.6％、金額で８千７百万円減少の154億２千１百万円となりました。固定資産につき

ましては、投資有価証券の評価差額の減少等により前年度末比△4.3％、金額で７億７千万円減少の171億

円となりました。

流動負債につきましては、短期借入金の減少等により前年度末比△1.1％、金額で１億２千５百万円減

少の116億７千２百万円となりました。固定負債につきましては、長期借入金の減少等により前年度末比

△5.5％、金額で５億４千３百万円減少の93億７千３百万円となりました。

純資産につきましては、四半期純利益を計上しましたものの、評価・換算差額等の減少などにより前年

度末比△1.6％、金額で１億８千９百万円減少の114億７千６百万円となりました。

この結果、当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は33.4％、１株当たり純資産額は291円61銭と

なりました。

　

EDINET提出書類

新日本理化株式会社(E00882)

四半期報告書

 6/26



　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、換算差額や非

連結子会社との合併に伴う増加も含め、前連結会計年度末に比べ、１億５千６百万円減少の16億７千２百

万円となりました。

当第１四半期連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果、資金は４億３百万円増加（前年同四半期は13億７千２百万円増加）しました。これは

主に、税金等調整前四半期純利益８千４百万円、減価償却費３億円によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果、資金は１億５千８百万円減少（前年同四半期は１億８千１百万円減少）しました。こ

れは主に、有形固定資産の取得１億６千３百万円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果、資金は５億２千５百万円減少（前年同四半期は14億９千４百万円減少）しました。こ

れは主に、借入金の減少４億９千５百万円によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は１億６千８百万円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前連結会計年度末に計画中であった、提出会社堺工場の生産設備の増強につきましては、平成22年６月

に完了いたしました。これに伴い、同工場における生産能力は年間5,000トン増加する見込みであります。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 38,008,90638,008,906
大阪証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 38,008,90638,008,906― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年６月30日 ― 38,008,906 ― 5,660 ― 4,246

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

715,600
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

37,230,100
372,301 ―

単元未満株式
普通株式

63,206
― ―

発行済株式総数 38,008,906― ―

総株主の議決権 ― 372,301 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式83株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
　新日本理化株式会社

京都市伏見区葭島
矢倉町13番地

715,600 ― 715,600 1.9

計 ― 715,600 ― 715,600 1.9

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月

最高(円) 121 112 98

最低(円) 104 95 88

(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものを記載しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役
(総合企画本部長)

常務取締役
(総合企画本部長兼総務部長)

原　健二 平成22年７月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日

まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,801 1,958

受取手形及び売掛金 9,954 9,814

商品及び製品 1,651 1,725

仕掛品 953 1,067

原材料及び貯蔵品 885 826

その他 177 119

貸倒引当金 △3 △3

流動資産合計 15,421 15,509

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具（純額） 3,515 2,440

土地 3,526 3,463

その他（純額） 2,603 3,885

有形固定資産合計 ※１
 9,644

※１
 9,789

無形固定資産 220 229

投資その他の資産

投資有価証券 6,754 7,399

その他 483 455

貸倒引当金 △3 △3

投資その他の資産合計 7,234 7,851

固定資産合計 17,100 17,870

資産合計 32,522 33,379

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,472 5,506

短期借入金 4,758 4,888

1年内償還予定の社債 28 28

未払法人税等 30 42

賞与引当金 103 144

その他 1,278 1,187

流動負債合計 11,672 11,797

固定負債

社債 358 358

長期借入金 4,964 5,330

退職給付引当金 1,938 1,944

役員退職慰労引当金 35 47

負ののれん 551 581

その他 1,525 1,654

固定負債合計 9,373 9,916

負債合計 21,045 21,714
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,660 5,660

資本剰余金 4,246 4,246

利益剰余金 1,337 1,288

自己株式 △168 △168

株主資本合計 11,076 11,027

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 631 956

繰延ヘッジ損益 △24 △17

為替換算調整勘定 △807 △894

評価・換算差額等合計 △201 44

少数株主持分 601 593

純資産合計 11,476 11,665

負債純資産合計 32,522 33,379
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 6,002 7,205

売上原価 5,601 6,066

売上総利益 400 1,138

販売費及び一般管理費 ※１
 910

※１
 1,041

営業利益又は営業損失（△） △510 96

営業外収益

受取配当金 57 57

負ののれん償却額 － 29

持分法による投資利益 32 41

為替差益 1 －

その他 19 15

営業外収益合計 109 143

営業外費用

支払利息 50 46

為替差損 － 35

その他 15 10

営業外費用合計 66 92

経常利益又は経常損失（△） △466 148

特別利益

固定資産売却益 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失

固定資産除却損 2 35

投資有価証券評価損 － 13

会員権評価損 3 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 15

その他 0 －

特別損失合計 5 63

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△472 84

法人税、住民税及び事業税 4 24

法人税等調整額 3 1

法人税等合計 8 26

少数株主損益調整前四半期純利益 － 58

少数株主利益 0 10

四半期純利益又は四半期純損失（△） △481 48
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△472 84

減価償却費 292 300

負ののれん償却額 － △29

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 15

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5 0

賞与引当金の増減額（△は減少） △69 △40

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3 △13

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △0 △11

受取利息及び受取配当金 △57 △58

支払利息 50 46

持分法による投資損益（△は益） △32 △41

固定資産除却損 2 35

投資有価証券評価損益（△は益） － 13

売上債権の増減額（△は増加） 280 △139

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,686 129

仕入債務の増減額（△は減少） △623 △34

その他 330 142

小計 1,379 398

利息及び配当金の受取額 57 82

利息の支払額 △44 △45

法人税等の支払額 △21 △31

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,372 403

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △211 △163

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

貸付けによる支出 △11 －

貸付金の回収による収入 5 5

その他 36 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △181 △158
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 3,040 2,849

短期借入金の返済による支出 △5,460 △2,982

長期借入れによる収入 1,200 －

長期借入金の返済による支出 △251 △362

配当金の支払額 △0 △0

少数株主への配当金の支払額 － △2

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △23 △27

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,494 △525

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △304 △285

現金及び現金同等物の期首残高 1,767 1,829

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

－ 128

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,463

※１
 1,672
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１  持分法の適用に関する事項の変更 (1) 持分法適用非連結子会社

①  持分法適用非連結子会社の変更

日交㈱は、平成22年４月１日付で当社の連結子会社であるアル

ベス㈱に吸収合併され消滅したため、当第１四半期連結会計期間

より持分法の適用範囲から除外しております。

　 ②  変更後の持分法適用非連結子会社の数

１社

２  会計処理基準に関する事項の変更 (1) 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処

理に関する当面の取扱い」の適用

当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企

業会計基準第16号  平成20年３月10日公表分)及び「持分法適用関

連会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第24号  

平成20年３月10日)を適用し、連結決算上必要な修正を行っておりま

す。

これによる損益に与える影響はありません。

　 (2) 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除去債務

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平

成20年３月31日)を適用しております。

これにより、営業利益及び経常利益が、それぞれ０百万円減少し、

税金等調整前四半期純利益が15百万円減少しております。また、当会

計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は16百万円であり

ます。

　 (3) 「企業結合に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」

(企業会計基準第21号  平成20年12月26日)、「連結財務諸表に関す

る会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)、「『研究

開発費等に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第23号  平

成20年12月26日)、「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準

第7号  平成20年12月26日)、「持分法に関する会計基準」(企業会計

基準第16号  平成20年12月26日)、「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号  平

成20年12月26日)を適用しております。
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【表示方法の変更】

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

(四半期連結貸借対照表関係)

１　前第１四半期連結会計期間において、固定資産の「有形固定資産」に含めていた「機械装置及び運搬具（純

額）」は、資産総額の100分の10を超えたため、当第１四半期連結会計期間では区分掲記することとしておりま

す。なお、前第１四半期連結会計期間の固定資産の「有形固定資産」に含まれる「機械装置及び運搬具（純

額）」は2,767百万円であります。

２　前第１四半期連結会計期間において、固定資産の「有形固定資産」に含めていた「土地」は、資産総額の100分

の10を超えたため、当第１四半期連結会計期間では区分掲記することとしております。なお、前第１四半期連結

会計期間の固定資産の「有形固定資産」に含まれる「土地」は1,653百万円であります。

３　前第１四半期連結会計期間において、固定負債の「その他」に含めていた「負ののれん」は、重要性が増加し

たため、当第１四半期連結会計期間では区分掲記することとしております。なお、前第１四半期連結会計期間の

固定負債の「その他」に含まれる「負ののれん」は37百万円であります。

(四半期連結損益計算書関係)

１　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用に伴い、当第１四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

２　前第１四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「負ののれん償却額」は、営業外

収益総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間では区分掲記することとしております。なお、前

第１四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「負ののれん償却額」は２百万円であります。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

１　前第１四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「負

ののれん償却額」は、重要性が増加したため、当第１四半期連結累計期間では区分掲記することとしておりま

す。なお、前第１四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「負の

のれん償却額」は２百万円であります。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 28,611百万円

　２　偶発債務 　
　　　関係会社の仕入債務等に対する保証債務

　　　RiKA INTERNATIONAL Ltd.13百万円

　３　受取手形裏書譲渡高 0百万円
　

※１　有形固定資産の減価償却累計額 28,264百万円

　２　偶発債務 　
　　　関係会社の仕入債務等に対する保証債務

　　　RiKA INTERNATIONAL Ltd.13百万円

　３　受取手形裏書譲渡高 0百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　運送保管費 261百万円

　賞与引当金繰入額 7百万円

　退職給付費用 17百万円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　運送保管費 290百万円

　賞与引当金繰入額 29百万円

　退職給付費用 17百万円

　役員退職慰労引当金繰入額 1百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

　現金及び預金 1,478百万円

　預入期間が３か月超の定期預金 △15百万円

　現金及び現金同等物 1,463百万円

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

　現金及び預金 1,801百万円

　預入期間が３か月超の定期預金 △129百万円

　現金及び現金同等物 1,672百万円

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　

至　平成22年６月30日)
　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 38,008,906

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 715,786

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

　　　該当事項はありません。
　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　

　
油脂製品
(百万円)

石化製品
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,409 3,592 6,002 ― 6,002

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 2,409 3,592 6,002 ― 6,002

営業利益又は営業損失(△) △194 70 △124 (385) △510

(注) １　事業区分は、当社製品の種類・性質に応じて、油脂製品、石化製品にセグメンテーションしております。

２　各事業の主な製品

 (1)油脂製品………硬化油、脂肪酸、グリセリン、高級アルコール、ロジン誘導体

 (2)石化製品………可塑剤、ベンゼン誘導体、酸無水物

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

在外連結子会社及び在外支店がありませんので、開示を行っておりません。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　

　 アジア・オセアニア 欧州 米州 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 457 218 56 731

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 6,002

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

7.6 3.6 0.9 12.2

(注) １　国又は地域は、地理的近接度によって区分しております。

２　各区分に属する国又は地域の内訳は次の通りであります。

　 アジア・オセアニア………台湾・中国・韓国等

　 欧州…………………………英国・ドイツ等

　 米州…………………………米国・ブラジル

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

(追加情報)

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、営業部を基礎とした製品の種類・性質別のセグメントから構成されており、主に天然の植物油・

動物油を主原料とする「油脂製品」と石油化学原料を主原料とする「石化製品」を報告セグメントとして

おります。

　

各事業の主な製品

 (1)油脂製品………脂肪酸、グリセリン、アルコール製品

 (2)石化製品………可塑剤、ベンゼン誘導体、機能製品、樹脂添加剤

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３油脂製品 石化製品 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,501 4,142 6,643 561 7,205 ― 7,205

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

76 232 308 52 360 △360 ―

計 2,577 4,374 6,951 613 7,565 △360 7,205

セグメント利益又は
損失(△)

△2 91 89 9 98 △1 96

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、化学製品の仕入販売事業及び保険

代理事業を含んでおります。

２  セグメント利益又は損失(△)の調整額△１百万円は、セグメント間取引の消去であります。

３  セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(企業結合等関係)

当第１四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

共通支配下の取引等

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称及び取引

の目的

①  結合当事企業の名称及びその事業の内容

アルベス㈱　油脂製品及び石化製品の販売

日交㈱　　　保険代理業

②  企業結合日

平成22年４月１日

③  企業結合の法的形式

アルベス㈱（当社の連結子会社）を吸収合併承継会社、日交㈱（当社の持分法適用非連結子会社）を

吸収合併消滅会社とする吸収合併

④  結合後企業の名称

アルベス㈱（当社の連結子会社）

⑤  その他取引の概要に関する事項

当社グループの人材活用による経営効率向上を目的としております。

　

(2) 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号  平成20年12月26日)及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号  平成20年12月26日)に基づき、共

通支配下の取引として処理しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 291円61銭
　

　 　

　 296円89銭
　

　

２　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 12円90銭
　

１株当たり四半期純利益金額 1円30銭
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失(△)(百万円)

△481 48

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(百万円)

△481 48

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 37,293 37,293

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月13日

新日本理化株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　　川　　佳　　男　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　林　　　　　由　　佳　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新日

本理化株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新日本理化株式会社及び連結子会社の平成21

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月11日

新日本理化株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　　川　　佳　　男　　印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　林　　　　　由　　佳　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新日

本理化株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新日本理化株式会社及び連結子会社の平成22

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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